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自賠責保険基準料率の適合性審査期間の短縮について

平 成 １７ 年 １ 月



 －１－

自賠責保険基準料率の改定案の内容 

 

今回の料率改定に関する基本的な考え方 

① 平成１４年４月の政府再保険の廃止により、１３年度末累積運用益の２０分の１１が保険料等充当交付金として平成１４年度から平成１９年

度までの間に効力を生じる自賠責保険・共済について還元されることとなり、保険契約者は基準料率から保険料等充当交付金を控除した金額を

負担することになっている。 

② 保険料等充当交付金の交付対象期間は平成１９年度までの６年間とされているが、平成１６年度までの当初３年間は厚めに還元を行い、１７

年度からの後半３年間で残額を還元することになっている。１７年度からは保険料等充当交付金が減額され、これに伴う保険契約者の負担額は

１０％を超える増加となる見込みである。 

③ 平成１６年度料率検証結果によれば平成１７契約年度の損害率は１００．４％となり、予定損害率１０３．３％と比較すると小幅な乖離に止

まっているが、共同プール分の累積運用益を還元することにより基準料率の引下げを実施し、保険契約者の負担増を緩和することとする。 

 

（1）純保険料率の算定 

平成１７契約年度の純保険料率収支を基準とし、共同プール分の累計収支残・累積運用益を勘案することにより改定する。 

・最新の損害率（平成１６年度料率検証結果による） 

平成１７契約年度損害率１００．４％を基準に改定する。 

・累計収支残等（共同プール分）の償却 

平成１６契約年度まで共同プール分の累計収支赤字（△１，７５６億円）のうち、運用益からの補填額（１，３３３億円：見込額

を含む）を控除した残額（△４２３億円）と旧大成火災社の破綻に伴う責任準備金の減額分（△５７億円）の合計額（△４８０億円）

を平成１７～２０契約年度の４年間で償却する。 

・累積運用益（共同プール分）の還元 

平成１６年度までの累積運用益（２，９７５億円）を平成１７～２０契約年度の４年間で還元する。なお、旧大成火災社の積立て

ていた運用益（７６億円）は、破綻処理に伴い全額が取崩されているため、還元の対象としない。 
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・長期契約予定利息の利率変更 

保険期間が１年を超える契約については、１年を超える部分の純保険料と損害調査費の利息部分を差引いて保険料を収受している。

現行基準料率に算入されている利率は年３．０％となっているが、低金利の状況下において利率３．０％を確保できない状況が続い

ていることから、２．０％に引下げる。（保険会社の直近の運用実績：平成１５年度１．９２％） 

 

（2）社費の算定 

平成１７～２０年度の４年間で社費収支を均衡させることとし、直近事業年度の実績値（平成１５年度決算）をベースに所要額を推計し、

社費の累計収支黒字の還元等の影響を合計して、１９年４月１日（１７～２０年度の４年間の中央時点）を基準に改定する。 

・水準是正 

賃金上昇率、物価上昇率を据置きとして、厚生年金保険料率引上げの影響、契約台数および支払件数の上昇率を算入する。 

・累計収支黒字の還元 

１６年度末累計収支黒字（保険会社７２６億円、損保料率機構１３５億円）を平成１７～２０年度の４年間で還元する。なお、旧

大成火災社の累計収支黒字（９億円）は、破綻処理に伴い全額が取崩されているため、還元の対象としない。 

・(財)自賠責保険・共済紛争処理機構の運営経費 

(財)自賠責保険・共済紛争処理機構の運営経費の一部として、契約１件当り４円を社費に算入する。 

 

（3）代理店手数料の算定 

平成１７～２０年度の４年間で均衡させることとし、平成１５年度における契約１件当りの人件費および物件費を算出し、賃金上昇率、物

価上昇率を据置きとして、１９年４月１日（１７～２０年度の４年間の中央時点）の代理店手数料を推計する。 

 

（4）賦課金率 

純賦課金率（
10,000

25
）、付加賦課金率（

1,000

6

Ｋ＋４

Ｋ
× ）ともに、据置きとする。 

 

（5）改定の実施日 

基準料率の改定実施日は、平成１７年４月１日とする。 



自賠責保険　基準料率の改定率計算

Ａ．平成１７契約年度収入純保険料 ９，６９６ 億円

Ｂ．平成１７契約年度支払保険金 ９，７３７ 億円

Ｃ．損　　　害　　　率（Ｂ÷Ａ） １００．４ ％

Ｄ．純保険料率収支調整による改定率 ０．４ ％

Ｅ．平成１６契約年度までの累計収支残 △　４８０ 億円

累 計 収 支 残 の 償 却 Ｆ．平成１７～２０契約年度収入純保険料 ３８，７１８ 億円

（ 共 同 プ ー ル 分 ） Ｇ．累計収支残の償却による改定率 １．２ ％

Ｈ．平成１６年度までの累積運用益 ２，９７５ 億円

累 積 運 用 益 の 活 用 Ｉ．平成１７～２０契約年度収入純保険料 ３８，７１８ 億円

（ 共 同 プ ー ル 分 ） Ｊ．累積運用益活用による改定率 △　７．７ ％

Ｋ．純保険料率改定率（Ｄ＋Ｇ＋Ｊ） △　６．０ ％

Ｌ．社　費　改　定　率 △　５．４ ％

Ｍ．代理店手数料改定率 ０．０ ％

Ｎ．合計（Ｋ×0.674＋Ｌ×0.241＋Ｍ×0.085） △　５．４ ％

（注）１．合計(Ｎ)欄の算式中の数値(0.674、0.241、0.085)は、14年４月実施基準料率における
　　　　純保険料率、社費、代理店手数料の割合である。

〔参考：契約者負担額の改定率試算〕

Ｏ．保険料等充当交付金の減額による改定率 １１．７ ％

Ｐ．基準料率改定率（Ｎ÷0.85） △　６．３ ％

Ｑ．合　　　　　計（Ｏ＋Ｐ） ５．４ ％

（注）２．基準料率改定率(Ｐ)欄の算式中の数値(0.85)は、14年４月実施基準料率に対する契約
　　　　者負担額の割合である。

平成１７契約年度の収支

基 準 料 率 改 定 率

項 目

契約者負担額の改定率

－３－



自賠責保険改定基準料率表

（１）離島以外の地域（沖縄県を除く。）に適用する基準料率
（単位：円、％）

【参考：保険料等充当交付金を控除した金額（契約者が負担する金額）】

 現行保険料等 控除後の金額  改定保険料等 控除後の金額
充当交付金 (契約者負担額) 充当交付金 (契約者負担額)

Ａ Ｂ Ｃ＝Ｂ－Ａ Ｄ＝Ｃ÷Ａ×100 Ｅ Ｆ＝Ａ－Ｅ Ｇ Ｈ＝Ｂ－Ｇ Ｉ＝Ｈ－Ｆ Ｊ＝Ｉ÷Ｆ×100

営 業 用 70,930 66,830 △ 4,100 △ 5.8 13,560 57,370 4,520 62,310 4,940 8.6 

自 家 用 19,660 18,600 △ 1,060 △ 5.4 2,990 16,670 1,000 17,600 930 5.6 

Ａ 128,510 120,990 △ 7,520 △ 5.9 25,430 103,080 8,470 112,520 9,440 9.2 

Ｂ 102,050 96,100 △ 5,950 △ 5.8 19,970 82,080 6,660 89,440 7,360 9.0 

Ｃ 77,590 73,090 △ 4,500 △ 5.8 14,930 62,660 4,980 68,110 5,450 8.7 

Ｄ 31,720 29,950 △ 1,770 △ 5.6 5,480 26,240 1,830 28,120 1,880 7.2 

19,520 18,470 △ 1,050 △ 5.4 2,960 16,560 990 17,480 920 5.6 

77,400 72,920 △ 4,480 △ 5.8 14,890 62,510 4,960 67,960 5,450 8.7 

53,070 50,030 △ 3,040 △ 5.7 9,880 43,190 3,290 46,740 3,550 8.2 

54,170 51,070 △ 3,100 △ 5.7 10,110 44,060 3,370 47,700 3,640 8.3 

35,760 33,750 △ 2,010 △ 5.6 6,310 29,450 2,100 31,650 2,200 7.5 

営 業 用 28,740 27,140 △ 1,600 △ 5.6 4,860 23,880 1,620 25,520 1,640 6.9 

自 家 用 16,800 15,920 △ 880 △ 5.2 2,400 14,400 800 15,120 720 5.0 

13,640 12,940 △ 700 △ 5.1 1,750 11,890 580 12,360 470 4.0 

検 査 対 象 車 16,270 15,420 △ 850 △ 5.2 2,290 13,980 760 14,660 680 4.9 

検査対象外車 10,440 9,930 △ 510 △ 4.9 1,090 9,350 360 9,570 220 2.4 

9,650 9,190 △ 460 △ 4.8 930 8,720 310 8,880 160 1.8 

7,980 7,620 △ 360 △ 4.5 580 7,400 190 7,430 30 0.4 

10,910 10,380 △ 530 △ 4.9 1,190 9,720 400 9,980 260 2.7 

7,290 6,970 △ 320 △ 4.4 440 6,850 150 6,820 △ 30 △ 0.4 

検 査 対 象 車 7,290 6,970 △ 320 △ 4.4 440 6,850 150 6,820 △ 30 △ 0.4 

検査対象外車 7,300 6,980 △ 320 △ 4.4 440 6,860 150 6,830 △ 30 △ 0.4 

8,630 8,230 △ 400 △ 4.6 720 7,910 240 7,990 80 1.0 

8,630 8,230 △ 400 △ 4.6 720 7,910 240 7,990 80 1.0 

25,130 23,750 △ 1,380 △ 5.5 4,120 21,010 1,370 22,380 1,370 6.5 

13,230 12,560 △ 670 △ 5.1 1,670 11,560 550 12,010 450 3.9 

検 査 対 象 車 13,230 12,560 △ 670 △ 5.1 1,670 11,560 550 12,010 450 3.9 

検査対象外車 13,230 12,560 △ 670 △ 5.1 1,660 11,570 550 12,010 440 3.8 

5,180 4,990 △ 190 △ 3.7 10 5,170 0 4,990 △ 180 △ 3.5 

検 査 対 象 車 5,180 4,990 △ 190 △ 3.7 10 5,170 0 4,990 △ 180 △ 3.5 

検査対象外車 5,180 4,990 △ 190 △ 3.7 0 5,180 0 4,990 △ 190 △ 3.7 

7,940 7,580 △ 360 △ 4.5 0 7,940 0 7,580 △ 360 △ 4.5 

（注１）本表は１２か月契約（ただし、商品自動車は６か月契約）の場合の基準料率であり、それ以外の保険期間の契約の基準料率は本表の基準料率に基づき算出するものとする。
（注２）保険料等充当交付金は純保険料の一定割合として国土交通省が定めたものであり、契約者が負担する金額は、基準料率から当該交付金を控除した金額となる。
（注３）保険料等充当交付金の純保険料に対する割合は、現行の２２．２００８％から７．８７０６％に変更される。
（注４）原動機付自転車は、政府再保険の対象ではなく １００％民間で運用されていたため、保険料等充当交付金の交付対象となっていない。

自家用

基 準 料 率

現行基準料率 改定基準料率 改 定 額

小 型 貨 物 自 動 車 及 び

最大積載量が２トンを超えるもの

最 大 積載 量が ２ト ン以 下の もの

最大積載量が２トンを超えるもの

最 大 積載 量が ２ト ン以 下の もの

貨
物
自
動
車

け
ん
引
普
通

及
び

普
通
貨
物
自
動
車

営業用

け ん 引 小 型 貨 物 自 動 車

小 型 二 輪 自 動 車

軽 自 動 車

大 型 特 殊 自 動 車 及 び 小 型 特 殊 自 動 車

緊 急 自 動 車

三輪以上の自動車(軽自動車を除く)

小 型 二 輪 自 動 車

軽 自 動 車

商
品
自
動
車

被けん引自動車 （被けん引軽自動車を除く）

被 け ん 引 軽 自 動 車

原 動 機 付 自 転 車

改 定 率改 定 額

自 家 用 乗 用 自 動 車

車 種

乗 合 自 動 車 及 び

け ん 引 旅 客 自 動 車

営 業 用 乗 用 自 動 車

改 定 率
現 行 の 契 約 者 負 担 額 改 定 後 の 契 約 者 負 担 額

特

種

用

途

自

動

車

三輪以上の自動車(軽自動車を除く)

小 型 二 輪 自 動 車

軽 自 動 車

霊 き ゅ う 自 動 車

教 習 用 自 動 車

そ

の

他
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（２）離島地域（沖縄県を除く。）に適用する基準料率
（単位：円、％）

【参考：保険料等充当交付金を控除した金額（契約者が負担する金額）】

 現行保険料等 控除後の金額  改定保険料等 控除後の金額
充当交付金 (契約者負担額) 充当交付金 (契約者負担額)

Ａ Ｂ Ｃ＝Ｂ－Ａ Ｄ＝Ｃ÷Ａ×100 Ｅ Ｆ＝Ａ－Ｅ Ｇ Ｈ＝Ｂ－Ｇ Ｉ＝Ｈ－Ｆ Ｊ＝Ｉ÷Ｆ×100

営 業 用 22,360 21,150 △ 1,210 △ 5.4 3,550 18,810 1,180 19,970 1,160 6.2 

自 家 用 19,660 18,600 △ 1,060 △ 5.4 2,990 16,670 1,000 17,600 930 5.6 

個 人 を 除 く 22,750 21,510 △ 1,240 △ 5.5 3,630 19,120 1,210 20,300 1,180 6.2 

個 人 21,180 20,030 △ 1,150 △ 5.4 3,300 17,880 1,100 18,930 1,050 5.9 

7,760 7,410 △ 350 △ 4.5 540 7,220 180 7,230 10 0.1 

29,760 28,110 △ 1,650 △ 5.5 5,070 24,690 1,690 26,420 1,730 7.0 

19,330 18,300 △ 1,030 △ 5.3 2,920 16,410 970 17,330 920 5.6 

29,760 28,110 △ 1,650 △ 5.5 5,070 24,690 1,690 26,420 1,730 7.0 

19,330 18,300 △ 1,030 △ 5.3 2,920 16,410 970 17,330 920 5.6 

営 業 用 8,350 7,970 △ 380 △ 4.6 660 7,690 220 7,750 60 0.8 

自 家 用 8,350 7,970 △ 380 △ 4.6 660 7,690 220 7,750 60 0.8 

7,790 7,440 △ 350 △ 4.5 540 7,250 180 7,260 10 0.1 

検 査 対 象 車 6,770 6,490 △ 280 △ 4.1 340 6,430 110 6,380 △ 50 △ 0.8 

検査対象外車 5,920 5,690 △ 230 △ 3.9 160 5,760 50 5,640 △ 120 △ 2.1 

5,360 5,160 △ 200 △ 3.7 40 5,320 10 5,150 △ 170 △ 3.2 

5,420 5,210 △ 210 △ 3.9 60 5,360 20 5,190 △ 170 △ 3.2 

5,320 5,120 △ 200 △ 3.8 40 5,280 10 5,110 △ 170 △ 3.2 

5,320 5,120 △ 200 △ 3.8 40 5,280 10 5,110 △ 170 △ 3.2 

検 査 対 象 車 5,320 5,120 △ 200 △ 3.8 40 5,280 10 5,110 △ 170 △ 3.2 

検査対象外車 5,330 5,130 △ 200 △ 3.8 30 5,300 10 5,120 △ 180 △ 3.4 

5,200 5,010 △ 190 △ 3.7 10 5,190 0 5,010 △ 180 △ 3.5 

5,200 5,010 △ 190 △ 3.7 10 5,190 0 5,010 △ 180 △ 3.5 

6,800 6,510 △ 290 △ 4.3 340 6,460 110 6,400 △ 60 △ 0.9 

5,280 5,080 △ 200 △ 3.8 30 5,250 10 5,070 △ 180 △ 3.4 

検 査 対 象 車 5,280 5,080 △ 200 △ 3.8 30 5,250 10 5,070 △ 180 △ 3.4 

検査対象外車 5,260 5,060 △ 200 △ 3.8 20 5,240 10 5,050 △ 190 △ 3.6 

5,180 4,990 △ 190 △ 3.7 10 5,170 0 4,990 △ 180 △ 3.5 

検 査 対 象 車 5,180 4,990 △ 190 △ 3.7 10 5,170 0 4,990 △ 180 △ 3.5 

検査対象外車 5,180 4,990 △ 190 △ 3.7 0 5,180 0 4,990 △ 190 △ 3.7 

5,340 5,140 △ 200 △ 3.7 0 5,340 0 5,140 △ 200 △ 3.7 

（注１）本表は１２か月契約（ただし、商品自動車は６か月契約）の場合の基準料率であり、それ以外の保険期間の契約の基準料率は本表の基準料率に基づき算出するものとする。
（注２）保険料等充当交付金は純保険料の一定割合として国土交通省が定めたものであり、契約者が負担する金額は、基準料率から当該交付金を控除した金額となる。
（注３）保険料等充当交付金の純保険料に対する割合は、現行の２２．２００８％から７．８７０６％に変更される。
（注４）原動機付自転車は、政府再保険の対象ではなく １００％民間で運用されていたため、保険料等充当交付金の交付対象となっていない。
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（３）沖縄県（離島地域を除く。）に適用する基準料率
（単位：円、％）

【参考：保険料等充当交付金を控除した金額（契約者が負担する金額）】

 現行保険料等 控除後の金額  改定保険料等 控除後の金額
充当交付金 (契約者負担額) 充当交付金 (契約者負担額)

Ａ Ｂ Ｃ＝Ｂ－Ａ Ｄ＝Ｃ÷Ａ×100 Ｅ Ｆ＝Ａ－Ｅ Ｇ Ｈ＝Ｂ－Ｇ Ｉ＝Ｈ－Ｆ Ｊ＝Ｉ÷Ｆ×100

営 業 用 50,010 47,150 △ 2,860 △ 5.7 9,250 40,760 3,080 44,070 3,310 8.1 

自 家 用 19,660 18,600 △ 1,060 △ 5.4 2,990 16,670 1,000 17,600 930 5.6 

個 人 を 除 く 72,030 67,870 △ 4,160 △ 5.8 13,790 58,240 4,590 63,280 5,040 8.7 

個 人 31,720 29,950 △ 1,770 △ 5.6 5,480 26,240 1,830 28,120 1,880 7.2 

9,950 9,480 △ 470 △ 4.7 990 8,960 330 9,150 190 2.1 

20,840 19,720 △ 1,120 △ 5.4 3,230 17,610 1,080 18,640 1,030 5.8 

20,840 19,720 △ 1,120 △ 5.4 3,230 17,610 1,080 18,640 1,030 5.8 

20,840 19,720 △ 1,120 △ 5.4 3,230 17,610 1,080 18,640 1,030 5.8 

20,840 19,720 △ 1,120 △ 5.4 3,230 17,610 1,080 18,640 1,030 5.8 

営 業 用 9,610 9,150 △ 460 △ 4.8 920 8,690 310 8,840 150 1.7 

自 家 用 9,610 9,150 △ 460 △ 4.8 920 8,690 310 8,840 150 1.7 

5,570 5,360 △ 210 △ 3.8 90 5,480 30 5,330 △ 150 △ 2.7 

検 査 対 象 車 9,950 9,480 △ 470 △ 4.7 990 8,960 330 9,150 190 2.1 

検査対象外車 5,570 5,350 △ 220 △ 3.9 80 5,490 30 5,320 △ 170 △ 3.1 

6,450 6,180 △ 270 △ 4.2 270 6,180 90 6,090 △ 90 △ 1.5 

7,840 7,490 △ 350 △ 4.5 560 7,280 180 7,310 30 0.4 

6,520 6,250 △ 270 △ 4.1 280 6,240 90 6,160 △ 80 △ 1.3 

5,360 5,160 △ 200 △ 3.7 40 5,320 10 5,150 △ 170 △ 3.2 

検 査 対 象 車 5,360 5,160 △ 200 △ 3.7 40 5,320 10 5,150 △ 170 △ 3.2 

検査対象外車 5,370 5,170 △ 200 △ 3.7 40 5,330 10 5,160 △ 170 △ 3.2 

7,250 6,930 △ 320 △ 4.4 430 6,820 140 6,790 △ 30 △ 0.4 

7,250 6,930 △ 320 △ 4.4 430 6,820 140 6,790 △ 30 △ 0.4 

10,830 10,300 △ 530 △ 4.9 1,170 9,660 390 9,910 250 2.6 

10,100 9,620 △ 480 △ 4.8 1,020 9,080 340 9,280 200 2.2 

検 査 対 象 車 10,100 9,620 △ 480 △ 4.8 1,020 9,080 340 9,280 200 2.2 

検査対象外車 10,080 9,600 △ 480 △ 4.8 1,010 9,070 340 9,260 190 2.1 

5,180 4,990 △ 190 △ 3.7 10 5,170 0 4,990 △ 180 △ 3.5 

検 査 対 象 車 5,180 4,990 △ 190 △ 3.7 10 5,170 0 4,990 △ 180 △ 3.5 

検査対象外車 5,180 4,990 △ 190 △ 3.7 0 5,180 0 4,990 △ 190 △ 3.7 

5,340 5,140 △ 200 △ 3.7 0 5,340 0 5,140 △ 200 △ 3.7 

（注１）本表は１２か月契約（ただし、商品自動車は６か月契約）の場合の基準料率であり、それ以外の保険期間の契約の基準料率は本表の基準料率に基づき算出するものとする。
（注２）保険料等充当交付金は純保険料の一定割合として国土交通省が定めたものであり、契約者が負担する金額は、基準料率から当該交付金を控除した金額となる。
（注３）保険料等充当交付金の純保険料に対する割合は、現行の２２．２００８％から７．８７０６％に変更される。
（注４）原動機付自転車は、政府再保険の対象ではなく １００％民間で運用されていたため、保険料等充当交付金の交付対象となっていない。
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（４）沖縄県の離島地域に適用する基準料率
（単位：円、％）

【参考：保険料等充当交付金を控除した金額（契約者が負担する金額）】

 現行保険料等 控除後の金額  改定保険料等 控除後の金額
充当交付金 (契約者負担額) 充当交付金 (契約者負担額)

Ａ Ｂ Ｃ＝Ｂ－Ａ Ｄ＝Ｃ÷Ａ×100 Ｅ Ｆ＝Ａ－Ｅ Ｇ Ｈ＝Ｂ－Ｇ Ｉ＝Ｈ－Ｆ Ｊ＝Ｉ÷Ｆ×100

営 業 用 22,360 21,150 △ 1,210 △ 5.4 3,550 18,810 1,180 19,970 1,160 6.2 

自 家 用 19,660 18,600 △ 1,060 △ 5.4 2,990 16,670 1,000 17,600 930 5.6 

個 人 を 除 く 22,750 21,510 △ 1,240 △ 5.5 3,630 19,120 1,210 20,300 1,180 6.2 

個 人 21,180 20,030 △ 1,150 △ 5.4 3,300 17,880 1,100 18,930 1,050 5.9 

7,760 7,410 △ 350 △ 4.5 540 7,220 180 7,230 10 0.1 

20,520 19,410 △ 1,110 △ 5.4 3,170 17,350 1,060 18,350 1,000 5.8 

19,330 18,300 △ 1,030 △ 5.3 2,920 16,410 970 17,330 920 5.6 

20,520 19,410 △ 1,110 △ 5.4 3,170 17,350 1,060 18,350 1,000 5.8 

19,330 18,300 △ 1,030 △ 5.3 2,920 16,410 970 17,330 920 5.6 

営 業 用 8,340 7,960 △ 380 △ 4.6 660 7,680 220 7,740 60 0.8 

自 家 用 8,340 7,960 △ 380 △ 4.6 660 7,680 220 7,740 60 0.8 

5,570 5,360 △ 210 △ 3.8 90 5,480 30 5,330 △ 150 △ 2.7 

検 査 対 象 車 5,730 5,510 △ 220 △ 3.8 120 5,610 40 5,470 △ 140 △ 2.5 

検査対象外車 5,430 5,220 △ 210 △ 3.9 50 5,380 20 5,200 △ 180 △ 3.3 

5,360 5,160 △ 200 △ 3.7 40 5,320 10 5,150 △ 170 △ 3.2 

5,420 5,210 △ 210 △ 3.9 60 5,360 20 5,190 △ 170 △ 3.2 

5,320 5,120 △ 200 △ 3.8 40 5,280 10 5,110 △ 170 △ 3.2 

5,290 5,090 △ 200 △ 3.8 30 5,260 10 5,080 △ 180 △ 3.4 

検 査 対 象 車 5,290 5,090 △ 200 △ 3.8 30 5,260 10 5,080 △ 180 △ 3.4 

検査対象外車 5,300 5,100 △ 200 △ 3.8 30 5,270 10 5,090 △ 180 △ 3.4 

5,200 5,010 △ 190 △ 3.7 10 5,190 0 5,010 △ 180 △ 3.5 

5,200 5,010 △ 190 △ 3.7 10 5,190 0 5,010 △ 180 △ 3.5 

5,720 5,500 △ 220 △ 3.8 120 5,600 40 5,460 △ 140 △ 2.5 

5,280 5,080 △ 200 △ 3.8 30 5,250 10 5,070 △ 180 △ 3.4 

検 査 対 象 車 5,280 5,080 △ 200 △ 3.8 30 5,250 10 5,070 △ 180 △ 3.4 

検査対象外車 5,260 5,060 △ 200 △ 3.8 20 5,240 10 5,050 △ 190 △ 3.6 

5,180 4,990 △ 190 △ 3.7 10 5,170 0 4,990 △ 180 △ 3.5 

検 査 対 象 車 5,180 4,990 △ 190 △ 3.7 10 5,170 0 4,990 △ 180 △ 3.5 

検査対象外車 5,180 4,990 △ 190 △ 3.7 0 5,180 0 4,990 △ 190 △ 3.7 

5,340 5,140 △ 200 △ 3.7 0 5,340 0 5,140 △ 200 △ 3.7 

（注１）本表は１２か月契約（ただし、商品自動車は６か月契約）の場合の基準料率であり、それ以外の保険期間の契約の基準料率は本表の基準料率に基づき算出するものとする。
（注２）保険料等充当交付金は純保険料の一定割合として国土交通省が定めたものであり、契約者が負担する金額は、基準料率から当該交付金を控除した金額となる。
（注３）保険料等充当交付金の純保険料に対する割合は、現行の２２．２００８％から７．８７０６％に変更される。
（注４）原動機付自転車は、政府再保険の対象ではなく １００％民間で運用されていたため、保険料等充当交付金の交付対象となっていない。
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保険期間別改定基準料率表

離島以外の地域（沖縄県を除く。）に適用する基準料率

（単位：円、％）

保険期間 １２ か 月 （ １ 年 契 約 ） ２４ か 月 （ ２ 年 契 約 ） ３６ か 月 （ ３ 年 契 約 ）

現 行 改 定 現 行 改 定 現 行 改 定
基 準 料 率 基 準 料 率 基 準 料 率 基 準 料 率 基 準 料 率 基 準 料 率

　車　　種 Ａ Ｂ Ｃ＝Ｂ－Ａ Ｄ＝Ｃ÷Ａ Ｅ Ｆ Ｇ＝Ｆ－Ｅ Ｈ＝Ｇ÷Ｅ Ｉ Ｊ Ｋ＝Ｊ－Ｉ Ｌ＝Ｋ÷Ｉ

19,520 18,470 △ 1,050 △ 5.4 33,470 31,730 △ 1,740 △ 5.2 47,020 44,720 △ 2,300 △ 4.9 
( 16,560) ( 17,480) ( 920) ( 5.6) ( 27,630) ( 29,780) ( 2,150) ( 7.8) ( 38,390) ( 41,820) ( 3,430) ( 8.9)

自 家 用 小 型 16,800 15,920 △ 880 △ 5.2 28,120 26,670 △ 1,450 △ 5.2 
貨 物 自 動 車 ( 14,400) ( 15,120) ( 720) ( 5.0) ( 23,380) ( 25,080) ( 1,700) ( 7.3)

13,640 12,940 △ 700 △ 5.1 21,890 20,770 △ 1,120 △ 5.1 
( 11,890) ( 12,360) ( 470) ( 4.0) ( 18,440) ( 19,620) ( 1,180) ( 6.4)

軽 自 動 車 16,270 15,420 △ 850 △ 5.2 27,060 25,690 △ 1,370 △ 5.1 37,550 35,750 △ 1,800 △ 4.8 
（検査対象車） ( 13,980) ( 14,660) ( 680) ( 4.9) ( 22,540) ( 24,180) ( 1,640) ( 7.3) ( 30,870) ( 33,500) ( 2,630) ( 8.5)

（注１）下段の（　）内は、基準料率から保険料等充当交付金を控除した後の契約者が負担する金額である。
（注２）原動機付自転車には保険料等充当交付金が交付されないため、契約者が負担する金額は基準料率と同額となる。
（注３）保険期間が１年を超える契約の純保険料率および損害調査費は、長期契約予定利息を年２．０％の利率で計算して割引いている。

△ 4.5 △ 4.6 13,240 12,650 △ 590 △ 4.5 10,630 10,140 △ 490 原動機付自転車 7,940 7,580 △ 360 

小型二輪自動車 － － －－

改 定 率 改 定 額 改 定 率

－ － － －

改 定 額 改 定 率

自家用乗用自動車

改 定 額

－８－


